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第７次川越町総合計画後期基本計画策定方針 

 

１．策定の趣旨 

第７次川越町総合計画(計画期間：令和３年度～12 年度)は、令和７年度

に中間年次を迎えるため、社会経済情勢の変化や国・県の動向を踏まえて必

要な見直しを行い、令和８年度～12 年度を計画期間とする後期基本計画を

策定する。 

策定にあたっては、本町の特性を活かしつつ、社会環境の変化や住民ニー

ズに対応していくため、基本計画の進捗状況の評価・検証結果を施策や事業

に反映させるなど、計画期間で着実に実施していくための方策を検討し、後

期基本計画として策定する。 
 

２．策定の方針 

（１）基本構想 
・基本構想は見直しを行わず、現計画の基本構想を踏襲する。 
・ただし、将来人口は、改めて人口推計を行ったうえで、必要に応じて見

直しを行う。 

（２）基本計画の見直し 
・現基本計画の進捗状況の評価・検証結果を踏まえ、今後の課題を明確に

したうえで、現基本計画の内容を見直し、残りの計画期間（令和８年度

～12 年度）の基本計画を策定する。 

（３）新たな視点による検討 
・デジタルの力や企業等の民間の力を活用した課題解決などＤＸや官民連

携の推進、持続可能な社会に向けたカーボンニュートラルや共生社会の

推進など、今後重要視される視点を加えて計画を見直す。 

 

３．策定作業の内容 

（１）基礎調査と分析支援 
・人口動態・地域動向・社会潮流などの基礎資料を基に、川越町の基礎調

査・分析を行う。 
・将来人口の推計を行い、基本構想で目標とした将来人口の評価・分析な

どを行う。 

（２）住民のニーズ調査 
①住民意識調査 
・現在の住みやすさや定住意向、施策の満足度・重要度等を把握するとと

もに、前回調査（令和元年）と比較検討し、住民意識と評価の変化を分
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析する。 
・対象者数 18 歳以上 3,000 人 
・調査方法 郵送配布･回収 

②主要団体・住民グループなどへのヒアリング調査 
・町内の主な団体や住民グループなどへヒアリング調査等を実施し、基本

計画の分野ごとの課題とまちづくりに対する意見などを把握する。 

（３）基本計画進捗状況の把握・分析 
・基本計画の基本施策単位で、目標値の達成状況、主な施策・事業の実施

状況と成果、今後の課題などを把握・分析する。 
・施策・事業の実施状況及び今後の課題を把握するため、基本施策単位で

進捗状況を管理するシートを各課で作成し、その結果をもとに各課ヒア

リングを行う。 

（４）後期基本計画の策定 
・社会経済情勢や川越町の現状、住民のニーズ、基本計画進捗状況などを

踏まえて、基本施策別に現状と課題、目標値、施策の内容などを検討し、

後期基本計画案としてとりまとめる。 
・とりまとめた計画案を下記の策定体制で協議し、第７次川越町総合計画

後期基本計画として策定する。 
 

【総合計画策定体制】 

 



◆第７次川越町総合計画後期基本計画策定スケジュール

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

(1) 基本方針及び策定スケジュールの設定

■ 基本方針及び策定スケジュールの設定

(2) 基礎調査と分析

ア 人口推計

イ 現状把握

①川越町を取り巻く社会経済動向の整理

②川越町の現況・特性の整理

③川越町の主要課題の分析・整理

(3) 住民等の意向調査

ア 住民意識調査

①調査票等の設計・印刷

②調査の実施（発送・回収）

③集計・分析

④住民意識調査報告書の作成

イ
主要団体・住民グループなどへのヒアリング
調査

①調査票等の設計・印刷

②調査の実施（発送・回収）

③集計・分析

④ヒアリングの実施

⑤団体ヒアリング報告書の作成

(4) 現行計画の評価と検証

ア 現計画の評価シートのフォーマット作成

イ 各課によるシートの記入

ウ 各課ヒアリング

エ 評価・検証のとりまとめ

(5) 総合計画策定に係る会議体

ア 総合計画庁内検討会議 ● ● ● ● ● ●

イ 総合計画策定会議 ■ ■ ■ ■ ■ ■

ウ 総合計画審議会 ① ② ③ ④　⑤ ⑥

エ 町議会全員協議会 （1） （2） （3）

(6) 基本計画案の作成

ア 基本計画案の作成

イ パブリックコメント

①企画

②パブリックコメントの実施

(7) 後期基本計画の策定

ア 計画本編・概要版の編集・デザイン

イ 計画本編・概要版の印刷・製本

◆ 実施計画の策定

ア 後期基本計画に基づく実施計画・予算編成

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

令和６年度（2024年度） 令和７年度（2025年度）

後期基本計画の検討

≪集中審議≫

最終答申案パブリック
コメント案

報告

後期基本計画に
向けた課題検討

資料２



 

将来人口推計 

 １．第７次総合計画策定時の将来人口推計の結果 
 

条件：合計特殊出生率は、令和７年（2025 年）1.99、令和 12 年（2030 年）以降 2.10 で

推計 

   生残率、純移動率、0～4 歳性比は、人口問題研究所の推計値（令和元年６月版）

を使用 

 

≪推計値≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
実績値 推計値 

2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 

人口（全体） 14,897 15,227 15,846 16,308 

 0～14 歳人口 2,416 2,200 2,284 2,372 

 15～64 歳人口 9,691 10,131 10,624 10,756 

 65 歳以上人口 2,790 2,896 2,938 3,180 

 0～14 歳人口比率 16.2 14.5 14.4 14.5 

 15～64 歳人口比率 65.1 66.5 67.1 66.0 

 65 歳以上人口比率 18.7 19.0 18.5 19.5 

≪目標値≫ 
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（令和６年１１月再推計） 

 ２．最新のデータによる将来人口推計の結果 
 

条件：合計特殊出生率は、令和７年（2025 年）1.99、令和 12 年（2030 年）以降 2.10 で

推計 

   生残率、純移動率、0～4歳性比は、最新の人口問題研究所の推計値（令和６年６

月版）を使用 

 

≪推計値≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
実績値 推計値 

2015 年 2020 年 2024 年 2025 年 2030 年 

人口（全体） 14,897 15,227 15,698 15,801 16,279 

 0～14 歳人口 2,416 2,200 2,139 2,161 2,281 

 15～64 歳人口 9,691 10,131 10,638 10,675 10,783 

 65 歳以上人口 2,790 2,896 2,921 2,965 3,216 

 0～14 歳人口比率 16.2 14.5 13.6 13.7 14.0 

 15～64 歳人口比率 65.1 66.5 67.8 67.5 66.2 

 65 歳以上人口比率 18.7 19.0 18.6 18.8 19.8 
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令和６年１２月１３日現在

第７次川越町総合計画後期基本計画　総合計画審議会委員名簿

（敬称略）

所属 役職 氏　　名

1 中部大学　人文学部歴史地理学科 教授 大塚　俊幸

2 川越町議会 議長 寺本　清春

3 川越町議会　総務建設常任委員会 委員長 杉本　雅照

4 川越町議会　教育民生常任委員会 委員長 早川　茂樹

5 川越町区長会 会長 水谷　俊治

6 アイリスかわごえ 会長 川村　智子

7 川越町教育委員会 教育長職務代理 寺本　芳隆

8 川越町農業委員会 会長 石川　栄治

9 川越町消防団 団長 伊井　雅春

10 公募委員 川村　泰代

11 公募委員 三村　宗一

12 公募委員 高柳　初

13 公募委員 伊藤　天

14 朝明商工会 事務局長 橋本　鉄二

15 株式会社ＪＥＲＡ　川越火力発電所 副所長 小川　剛

16 株式会社三十三総研
総務部長兼調査部

主席研究員
先浦　宏紀

17 社会福祉法人川越町社会福祉協議会 会長 加藤　志保子

1 企画情報課 課長 吉野　昭

2 〃 課長補佐 寺本　直貴

3 〃 主任 竹尾　晋太郎

＜事務局＞


